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大阪府堺市保健医療協議会　部会　審議概要
	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　救急医療体制調整部会

	開催日時等
	日時：平成２９年１０月３１日（木）午後２時～午後４時
場所：堺市役所　本館３階　会議室１

	議　　　題
	１．堺市医療圏における救急搬送の現況について
２．ORION（大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム）の現状について
３．大阪版新精神科救急医療体制（夜間・休日精神科合併症支援システム）について
４．第6次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について
５．第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）のについて
６．その他

	会議の概要
	議題１．「堺市医療圏における救急搬送の現況について」

　〇消防局救急課から資料説明

（主な意見）

・堺市医療圏は救急病院のご協力で年々受入状況が良くなっている。「まもってネット」「三次コーディネート事業」共に人口割からみると件数が少なく、管内の救命センターでの引き受けで、ほぼ解決しているのかと思われる。

・「在宅等で看取り予定であったが、救急搬送になった事例」について、救急を呼ぶのは特定の施設等、偏りや傾向はあるのか。

・受入体制、応需率について、病院によっては応需率に偏りがあるが、今後この差を改善できるのか。

・在宅で「看取り」をされている先生方が、患者や家族との関係をもっと改善していただくことは必要かもしれない。

・認知症等症状もいろいろで、診療所の受入体制によって医師の判断が違うため、統一した考え方や、基準はない。医師会でも、在宅での搬送の在り方を話し合う形が出来つつあり、事例を踏まえ、今後も取り組まなければならないと考えている。

・福祉施設の対応として、家族が「看取りで」という希望でも、深夜に急変すると施設側が救急車を呼ぶということが起こる。急変や、看取りになったときどう対応するのか、入所時に本人、家族と十分に話合う必要がある。
（回答）

・個々の事案を見ても偏った施設であるということはない。消防としてはこのようなことがあれば個々に説明し、適正利用の協力と理解を求めるようにしている。

・搬送件数の少ないところでも規定の数はこなしている。
議題２．「ORION（大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム）の現状について」

　〇大阪府医療対策課から資料説明

（主な意見）

・受入れを断った患者の顛末情報のデータは大変意義があり、自病院の救急外来の改善に繋がるのではないか。
議題３．「大阪版新精神科救急医療体制（夜間・休日精神科合併症支援システム）について」

　〇健康部精神保健課から資料説明

（主な意見）

・（夜間・休日 精神科合併症支援システム）は、診療所が困った時に対応し、患者を繋ぐなど、うまく動けば大変良いシステムだと思う。引き続き救急病院の活用について啓発していただきたい。
議題４．「第6次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について」
　〇健康部健康医療推進課から資料説明
（意見）

　「特になし」

議題５．「第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）のについて」

　〇健康部健康医療推進課から資料説明
（主な意見）

・患者は大病院の救急外来に転送されるので、地域と連携してトリアージ機能を果たすことが出来れば非常に良いと思う。救急と高齢者は切り離せないので、その機能を果たすことが可能であれば大病院も高齢者を受け入れ易くなるのではないか。

・指標、目標値について、基本的に大阪府全体なのか、または医療圏ごとに目標値を出すのか。

・むやみに圏域ごとに目標値を出すと、圏域ごとの事情とは関係なく数値が独り歩きすることがある。
（回答）

・大阪府全体として目標値として設定しており、医療圏ごとでは設定していない。しかし、今後、堺市の取り組みや方向性を考えていく際、圏域として注視しなければならない項目があれば追ってくことができる。但し、目標値の設定は区域の状況に違いがあり、どの数字を持って目標値とするのかは難しい状況である。そのため、表記としては「経過を追っていく」「上昇、下降、維持していく」などが妥当ではないかと考える。


大阪府堺市保健医療協議会　部会　審議概要
	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　歯科保健部会

	開催日時等
	日時：平成２９年１１月７日（火）午後２時～午後４時
場所：堺市役所　本館６階　健康部会議室

	議　　　題
	１．堺市における歯科口腔保健の取組みについて
・堺市成人歯科検診について
・堺市後期高齢者歯科健康診査について
２．第6次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について

３．第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について

４．その他

	会議の概要
	議題１．「堺市における歯科口腔保健の取組みについて」

　○健康医療推進課から「堺市成人歯科検診について」説明

（主な意見）

・成人歯科検診率向上のため、対象年齢条件等も含め、もっと工夫を凝らし積極的に受診勧奨すべきである。

・高齢化社会において、歯科と全身疾患・心臓病・誤嚥性肺炎など歯周病菌が影響している可能性もあり、現検診内容も歯周病を主とした検診方法に変えることも考えられる。

・特定健診の中身は、歯科関連項目は殆ど入っていない。そのため医科・歯科・薬科連携が非常に大事である。　

・一般のがん検診及び特定健診の受診率は国から比べても堺市は低い。そのため堺市の健康寿命は大阪府でも最下位に近い状況である。歯科で歯周病検診となれば従前よりインパクトがあり、受診率向上に繋がる動機付けになるように思う。
（回答）

・成人歯科検診については、行政としても重要であると認識している。年齢対象については、今年度より30歳、35歳を追加したところである。

・チラシ・リーフレット等既存の形を変えていく必要もあり、委員からのご意見もいただき考えていきたい。
　
○医療年金課から「堺市後期高齢者歯科健康診査について」説明
（主な意見）

・堺市後期高齢者歯科健康診査については、平成30年4月から大阪府後期高齢者医療広域連合と大阪府歯科医師会との間で直接委託契約になるのか。

・直接契約では、対象市町村が増えるものの農度が薄まる。従前の堺市が実施している方が地域住民も理解し易いのではないか。
（回答）

・堺市後期高齢者歯科健康診査の契約については、平成30年度から大阪府後期高齢者医療広域連合と大阪府歯科医師会との間で直接委託契約となり、大阪府全域で統一し、同じ内容で実施することとなる。

・広域連合が大阪府歯科医師会と直接契約するのは、市長村間でバラツキが無いよう、広域連合としても、誤嚥性肺炎などの疾病予防と医療費適正化といった観点で、大阪府下全域の取り組んだ方が良いのではないかということである。
議題２．「第6次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について」

　○健康医療推進課から説明
（主な意見）　

・がんや脳卒中といった病気にも、歯科は大いに関わっているので歯周病予防に関する内容を含めてはどうか。

議題３．「第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について」

　○健康医療推進課から説明
（主な意見）

・在宅医療を進めていくうえで、歯科が退院時にどう絡んでいくかが大事ではないかと思う。本年7月に開設した堺地域医療連携支援センターにおいて、退院時のカンファレンスに歯科医師との連携をしていく方向性がほしい。
・堺市重度障害者歯科診療所も、大阪南部では当市だけなので、医療施設の状況項目に掲載していただきたい。
・周産期に関しても、歯周病が関連していると言われているので記載する必要があるのではないか。

（回答）

・他医療圏との記載のバランス等もあるため、そこも含めて検討させていただく。


大阪府堺市保健医療協議会　部会　審議概要
	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　薬事部会

	開催日時等
	日時：平成２９年１１月８日（月）午後２時～３時３０分
場所：堺市役所　本館６階　健康部会議室

	議　　　題
	1． 第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について

2． 本市における取り組みについて

3． 第７次大阪府保健医療計画（府域版）素案の概要について
4． 第７次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について

5． その他

	会議の概要
	議題１．「第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について」

　○健康医療推進課から第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について説明
（主な意見）

・現状と今後の課題としている在宅医療へ参入する専門職を増やすことは必要であり、地域での医療と介護等関係者の連携が必要。そのため堺市薬剤師会として、在宅に特化した研修会を行い、薬剤師の人材育成をしている。
議題２．「本市における取り組みについて」

　○堺市薬剤師会副会長佐野氏から、堺市薬剤師会として行っている取り組みについて説明
（主な意見）

・堺市薬剤師会では、患者が自分に必要な機能を持っている薬局を選択できるよう「在宅医療応需薬局マップ」や患者、看護師やヘルパー等が使用しやすい「堺市版お薬カレンダー」を作成しており、地域での医療連携を推進している。

議題３．「第７次大阪府保健医療計画（府域版）素案の概要について」

○健康医療推進課及び大阪府薬務課から第７次大阪府保健医療計画（府域版）素案について説明
（主な意見）

・薬の残薬調整やジェネリック医薬品推進をかかりつけ薬局薬剤師に求められているが、薬局薬剤師だけでは今以上の効果が期待できないため、更なる効果を求めるのであれば、医師により一般名処方や積極的なジェネリック医薬品の使用等の協力が必要である。
議題４．「７次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について」

○健康医療推進課第７次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）について説明。

（主な意見）

・医師と薬剤師が連携して糖尿病の重症化予防に関する事業は、かかりつけ薬剤師、サポート薬局の役目であるので、堺市薬剤師会で今後行う予定です。また、忙しい薬局薬剤師の代わりに退院時カンファレンスに薬剤師会薬剤師が参加し、その情報を薬局薬剤師にフィードバックする地域医療連携の取り組みを始めたところ。



大阪府堺市保健医療協議会　部会　審議概要
	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　病床機能部会

	開催日時等
	日時：平成２９年１１月１３日（木）午後２時～午後３時１５分
場所：堺市役所　本館地下１階　大会議室（西側）

	議　　　題
	１．近畿大学医学部附属病院の移転について
２．第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について
３．第７次大阪府保健医療計画（府域版）の策定について
４．第７次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について
５．その他

	会議の概要
	議題１．「近畿大学医学部附属病院の移転について」

〇　大阪府保健医療企画課から、学校法人近畿大学（以下、「法人」という。）が運営する近畿大学医学部附属病院（以下、「本院」という。）及び近畿大学医学部附属堺病院（以下、「堺病院」という。）の統合・再編について国との協議を進めてきたが、法人側から今年の１０月に統合再編計画変更の相談があり国及び法人との調整を一時的に停止した旨の報告。大阪府としては、法人に新しい計画を文書で示すよう依頼。文書が示された後、本部会の委員に提示し協議を進めていく旨説明。

（主な意見）

・最初の計画が平成２６年度で、今年１０月に変更とのことだが、この間の経緯は。
・文書が示されなければ審議ができないということだが、本部会で審議ができなければ、第7次医療計画の策定に影響が出る。
（法人回答）
・（法人回答）平成２６年、大阪府、堺市、法人との３者協定締結時は当初の計画で進めていたが、この２～３年の間に、新臨床研修制度が始まり若手医師が減少、医師の負担が増え医師数が減少したこと。堺病院の医師の退職が続き、更に厳しい状況になったことや、平成２６年の消費税増税によって運営している３病院が赤字となり、財政的にも非常に厳しい状況となったため、計画変更を大阪府に相談させていただいている。
（回答）
・法人にはできるだけ早く結果を出すよう伝えているが、非常に重い案件であるため、年度内の保健医療協議会で協議することは難しく、次回以降に諮りたいと考えている。

・南河内医療圏でも医療体制について一定議論が起こる可能性はある。
議題２．「第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について」

　〇健康医療推進課から資料説明

・ご意見があれば事務局に連絡し、まとめる。
議題３．「第7次大阪府保健医療計画（府域版）の策定について」

　〇大阪府保健医療企画課から資料説明

（主な意見）

・基準病床数の数字はまだ入ってこないのか。来年４月以降、次期計画が策定され、基準病床数の数値が出でるということであれば、次年度に本部会で検討するということになってしまう。
・基準病床数については、二次医療圏単位で設定するものであり、現在、大阪府においては、２０２５年も含め数字を精査し、対応方針を検討しているということで理解する。

（回答）

・現在試算しており、その結果によっては基準病床数が既存病床数を上回る地域も出てくる可能性があるので、その対応方針についても検討している。

・計画策定スケジュール上、基準病床数はお示しできないが、保健医療協議会にはご説明できるよう検討を進めているので、ご理解願う。
議題４．「第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について」
　〇健康医療推進課から資料説明
（主な意見）

・回復期病床が少ない。回復期は主にリハビリスタッフに係る費用が大きいが、さまざまな助成金があっても人件費には充てられない。

・回復期病床が不足しているとのことだが、厚労省は通知で、現時点で全国的に回復期病床が大幅に不足し、必要な回復期医療を受けられない患者が多数している状況ではないと言っている。回復期機能を持つ病棟であっても急性期機能、慢性期機能で報告されている病棟があるので実態に合っていないのではないか。
・急性期を重症急性期と軽症急性期に分けて報告させ、軽症急性期と回復期の数を足すと、将来考えている回復期の数とほぼ同じ数字になったと聞いている。

・在宅医療の数字的なデータはいつ出るのか。
（回答）
・回復期の人件費の補助について、平成３０年度予算確保へ向け調整しているところである。回復期病棟（地域ケア病棟・回復期リハ病棟）の開設にあたっては６か月間の実績が必要となる。リハビリスタッフ、仕分けスタッフ、文書作成スタッフの３職種について人件費の一部補助できないかを調整している。
・病床機能報告では実態との乖離が考えられるので、大阪府では病床機能報告をDPCデータと突合し、急性期病床と回復期病床の実態を明らかにするなど、将来必要な病床機能を把握することを検討している。
・在宅医療については、大阪府関係部局で進めており、市町村も入って関係者で在宅医療と介護の体制に関する協議の場を設定している。二次医療圏単位の保健医療協議会で圏域編のご承認をいただく中で医療と介護のサービス見込み量について、設定していくことになる。
議題５「その他」

（意見）

・　働き方改革について危機感を持っている。病床が病床として機能するためには医師、看護師、理学療法士などが労基法の枠の中で議論された働き方が良いのかどうか、よく考えて国にも意見をしっかり伝えていただきたい。


大阪府堺市保健医療協議会　部会　審議概要
	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　在宅医療・ターミナルケア部会

	開催日時等
	日時：平成２９年１１月１６日（木）午後２時～午後３時１０分
場所：堺市役所　本館地下１階　多目的室

	議　　　題
	１．第6次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について
２．第7次大阪府保健医療計画（府域版）の策定について
３．在宅医療等の需要算定について
４．第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について
５．その他

	会議の概要
	議題１．「第6次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について」

　〇健康部健康医療推進課から資料説明

（主な意見）

・「在宅医療」の②として産後支援の必要な方への要養育支援者情報提供があるが、これは在宅医療にあてはまるということか。
・「周産期医療」の③に、取組による成果として医療機関との連携が608件とあるが、これは堺市規模では大きいのか、小さいのか。
（回答）

・在宅児でも療養の必要な方があるため入れさせていただいた。小児、周産期と関係するところもあることは認識している。
・概算だが、だいたい出生7000人のうち約1割が要支援者として情報提供書が送付される。早期支援のための連携はかなり進んでいるといえる。
議題２．「第7次大阪府保健医療計画（府域版）の策定について」

　〇健康部健康医療推進課から資料説明

（意見）

　「特になし」

議題３．「在宅医療等の需要算定について」

　〇大阪府保健医療企画課・健康部健康医療推進課から資料説明

（主な意見）

・2025年に向けて病床の機能分化、高齢化が進むことにより、堺市医療圏の在宅医療、介護サービスの需要見込みに対して在宅医療をどのように対応していくかということだと思う。
・介護医療院とは具体的にどのようなイメージになるのか。
・医療療養病床を介護医療院に移行しようと考えているもので、医療法人や医療療養病床を移行することを想定しているようだ。
・高齢化は2040年をピークに減少していくため、施設整備は難しいでところだが、状況を把握しながら十分な整備をしていただきたい。

・平成37年の訪問医師数が493名となっており、需要が増加するのは明らかだが、供給する側の医師数も増加するという前提なのか。
・訪問診療を行っている歯科医師は全国で2割強。平成37年に向けて増えていくという試算になっているが、このとおりに進むのは難しいように思う。
（回答）

・介護施設の中で医療、介護、生活を見るというもので、次期介護計画の30年以降から出来てくることになる。介護施設の中に医療機能が入ってくるイメージである。
・医師数は同じで計算している。
議題４．「第7次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について」
　〇健康部健康医療推進課から資料説明
（主な意見）

・医療と在宅歯科診療と繋ぐものとして稼働している在宅歯科ケアステーションについて記載していただきたい。
・「24時間365日在宅医療支援の在り方、方向性について検討します」と書いてあるが、具体的にはどのようなことか。
（回答）

・市として大きな方向性を検討していきたいということで、具体的な内容までには至っていない。
議題５．「その他」

（主な意見）

・在宅医療の需要量が2倍になれば、自宅で亡くなる方が現状よりも増加する。堺市にも監察医制度のようなものが、これから必要になってくるのではないかと思うがどうか。
・病院では、AIを取り入れ、死体のCT撮影なども行われているので、今後は施設設備も含めて検討していただきたい。
（回答）

・実際に監察医制度が動いているのは、東京23区、大阪市、神戸市で、名古屋市はほぼ検案実績がない状況。昨年の在り方検討会でも区域を広げることはできないかというご意見はあったが、広げていくのは難しい状況にある。



大阪府堺市保健医療協議会　部会　審議概要
	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　医療部会

	開催日時等
	日時：平成２９年１１月２０日（月）午後２時～午後４時
場所：堺市役所　本館地下１階　大会議室（西側）

	議　　　題
	１．近畿大学医学部附属病院の移転について

２．第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について

３．第７次大阪府保健医療計画（府域版）の策定について

４．第７次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について

５．その他

	会議の概要
	議題１．「近畿大学医学部附属病院の移転について」

〇大阪府保健医療企画課から、本部会では、学校法人近畿大学（以下、「法人」という。）が運営する近畿大学医学部附属病院（以下、「本院」という。）及び近畿大学医学部附属堺病院（以下、「堺病院」という。）の統合・再編について国との協議事項を確認する予定としていたが、法人側から統合再編計画の変更の申出があったため手続きを一時的に停止し、最終回答を求めているとの状況報告。

○法人から、以下のとおり経過説明。

・当初、堺病院は廃院予定であったが、地域住民、医師からの強い要望があり存続について、検討している。研修医制度、新専門医制度がスタートし、医師数は南大阪全体が目減りしている現状にある。現在でも堺病院医師の退職がなだれ現象を起こし、何とか存続するにはどうすればよいか検討中である。
（主な意見）

・本院（大阪狭山）には救急病棟として入っている脳卒中センター、救急救命センター等救急部門があり、中核的な役割を果たしている。新病院に移転するとなると医療圏越えになるが、南河内医療圏全体の救急医療の在り方について、近大、大阪府は医療圏単位の医療の質をどう思うか。
（回答）

・南河内圏の救急、災害、母子・周産期、がん、の機能が手薄になることは府としても懸念している。今後二次医療圏単位でどのように整備していくのか、近大の報告を待って検討していきたいと考えている。災害は広域的に考えられるが、三次救急については医療圏単位になるので、府救急対策審議会等でのご意見を踏まえながら、どのように整備していくか今後の検討課題になると認識している。
議題２．「第６次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の評価について」

　〇健康医療推進課から資料説明

（主な意見）

・がんでは、第６次計画策定時の現状と課題に、大阪府と比較して男性が低く、女性が高いとなっている。現在のところを見ると、現状と課題に、がんの死亡率が大阪府と比較して、男性も女性も共に低いとなっている。計画どおりと表現して良いのかどうか。
・７次計画の地域医療、在宅の部分でも、同じように課題があると表現されている。大阪府と比較して成果があった部分についての分析があれば計画どおりということでも良いと思うが、７次にあまり反映されているように思えない。６次はもう少し謙虚に見ていくべきではないか。
（回答）

・数値としては府全体の平均と比べても追いついていないことは認識している。その点は課題として、今後の取組につなげていきたいと考えている。「概ね計画どおり」については、男女共に率では大阪府には追い付いていないが、堺市としては減少しているというところを評価している。計画どおりの幅をどこまで取るかということはあるが、４つのうちどこを取るかということで、事務局案としては「概ね計画どおり」に該当するとさせていただいた。
・評価が４つしかないというところが厳しいところでもある。「概ね計画どおり」の幅が広いこともあり、いただいたご意見を、７次計画に反映させられるようにしたい。
議題３．「第７次大阪府保健医療計画（府域版）の策定について」

　〇大阪府保健医療企画課から資料説明

（主な意見）

・地域全体で病床をコントロールするという主旨であれば、相当早い時期に数字を見せておいていただかないと、病院経営を含めて地域医療は大変なことになるので、そのあたり配慮願いたい。

・病床機能報告制度が始まった時は、過剰な病床機能は他の機能に必ず移っていただくとかなり厳しい話が出ていたが、必要病床数は、病院が医療機能を考える目安であり数のコントロールは基準病床数でいくと理解したが、その認識で間違いないか。

・圏域の設定をどのような基準でされているのか。
（回答）

・基準病床数が試算された後、事前にきちんと説明する必要はあると考えている。

・病床数を絶対に確保するということではなく必要病床数の機能区分ごとの割合を近づけていくということである。

・二次医療圏の定義は、入院医療サービスが完結できる範囲という概念で、国では、人口２０万人以上を要件としている。さらに大阪府では、各医療圏域の医療需要の７割以上が満たされているかということも要件として考えており、第７次計画策定にあたっては全ての医療圏で７割以上が満たされていたため、二次医療圏は現状のままとした。
議題４．「第７次大阪府保健医療計画（堺市圏域版）の策定について」
　〇健康医療推進課から資料説明

・ご意見があれば事務局に連絡し、まとめる。
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